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私たちは今、金融サービスの転換期の真っ只中にあり、保険業界も例外では
ありません。テクノロジーはこれまでも、そしてこれからも中心的なイネーブラー
です。いまだ終息が見えない COVID-19 の影響を受けたあとではなおさらです。

問われるのは、保険業界がいかに迅速かつ効果的にこの大転換に適応してい
けるのか、それと同時に、現行の規制であれ、今後新しいテクノロジーをどの
ように利用できるかを決める規制であれ、関連するあらゆる規制をまちがいな
く遵守できるのか、ということです。 答えはまだ出ていません。けれども、保
険業界がすでに、テクノロジーにもたらされる新たな可能性に開かれているの
は確かです。これはまた、まったく異なる補完的分野の企業とつながることが
できるという意味でもあります。

オープンインシュアランスとは何なのか、標準的な定義はまだありませんが、
大まかに言えば手元のデータとサービスを第三者が利用できるようにする代わ
りに、相手がシェアしてくれるそれを利用できるようにもなることです。ある種
のデータ共有には顧客の同意が必要になるでしょうし、データは通常、自動化
された API（アプリケーション・プログラミング・インターフェース）を通して
参加する企業同士で利用し合うことになるでしょう。

そうすることでオープンインシュアランスは、契約者自身はもちろん、業界のプ
レイヤーであるかないかにかかわらず、保険会社と参加企業の双方にメリット
がもたらされます。この win-win なモデルのもとで、新しい商品、サービス、
アプリケーション、イノベーティブなビジネスモデルを市場に投入できるのです。
それでも、保険会社がオープンインシュアランスに打って出るからには、これら
のメリットと、データの安全性およびプライバシーのリスクとのバランスをしっか
り取っていかなくてはなりません。

オープンインシュアランスは諸刃の剣です。いくつものメリットがある一方で、
保険会社と顧客の双方にとって数えきれないほどの、時として予測不能なリス
クが降りかかってきます。デジタル化、新テクノロジー、新商品やサービス、そ
してビジネスモデルの間に発生する相互作用を規制する必要が生まれるのは、
まさにこのような背景があるからです。

このような規制の必要性は企業および保険契約者のセキュリティへの直接的な
懸念となって、人々の権利保護のためのデータ保護その他の規制ツールが必要
になってきます。

このモデルの場合、参加企業の技術的成熟レベルがカギとなります。規制に対
応したシステムに投資した側にとっては、規制の枠組みに従うのは容易いこと
です。しかし、組織のシステムおよびテクノロジーが古いままでは、求めに応
じることもままなりません。

もう 1 つのシナリオとして、いわゆる新興企業のレベルの問題があります。新
興企業はすべての規制面に対応する強さも成熟度も持ち合わせていないので、
規制遵守が難しくなります。

このような視点から、保険会社は保険のリキッドエコシステムに関わる他者と
のつながりこそ重視すべきです。より良いサービスや商品を提供するために第
三者と情報共有できる能力が最大限に求められます。テックジャイアントや規
制当局、InsurTech、Fintech、ヘルステック、イノベーションハブ、大学、ベ
ンチャーキャピタル、そして他分野から参加する企業といった参加者たちの力に
よって、イノベーションを起こし変革を加速するチャンスが生まれるのです。

それに加えて、私たちはこうしたオープンインシュアランスがどのように改善さ
れていくのかを見守っています。従来は企業内部で行われてきたイノベーション
プロセスは、他の参加者たちと協力するために次第に開かれてきています。し
かし、必要な投資を含めたイノベーションプロセスを最後まで終えたところで、
提示されたソリューションが規制要件を必ずしも遵守していないケースはいくら
でもありました。この問題は、金融および保険分野の公共団体の主導で急増し
たサンドボックスの設立によって、現行および近い将来の規制を遵守するような
新しい提案がなされるチャンスが生まれることで解決しました。 

導入
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相互接続する保険会社
の新時代

社会が変化し技術的イノベーションが起きていると
いうことは、保険業がそれにすばやく適応しなけれ
ばないことを意味します。保険会社はそのバリュー
チェーンのあらゆる領域にますますディスラプティブ
な要素を取り入れています。それは直接的（新ソ
リューションの開発）であることもあれば、一部を他
の参加者に任せることもあります。

相互接続する保険会社の新時代はすでに実現してい
ます。保険のリキッドエコシステムは、企業が 1 つの
エコシステムから別のエコシステムへと動き続ける
様子を表しています。企業は自社のサービスを第三
者と接続することで自社商品に価値を付加し、競争
力をつけています。

エコシステムの中で競争するには、この接続は双方
向でなければなりません。保険会社は他の企業や
パートナーのサービスと接続する必要がありますが、
相手側からもこちらのシステムに接続させるのです。
企業文化的にも技術的にもこのようにマインドセット
を切り替えることが、オープンインシュアランスの基
本です。

これらのエコシステムの一部であるためには、イノ
ベーションには常に規制遵守がついてくること、別の
階層や超国家的組織からの指揮監督を受けること
を、関連する参加者全員が理解している必要があり
ます。実際、イノベーションプロセスからの一番大き
な学びは、スピードは決してより良い商品やサービ

スの提供と同義語ではない、ということです。

とはいえ、規制を遵守することと、その中（新しい
要件の進化または生成）で起きる変化にすばやく適
応することは、企業にとって重要なパラメータです。

ではなぜ、保険会社は規制要件に従わなければな
らないのでしょうか？　この質問に対する最初の答え
は明らかなようですが、そうではありません。 むしろ、
規制が存在すること自体が消費者保護をベースにし
ていて、もし何かあったときにサービスの提供者（こ
の場合は保険会社）が誰であれ、その責任を果た
せるようにすることで消費者に大きな安心を与える
ためのものです。すなわち、金融的安定を保障する
手段を用意しておくことで、顧客が保護されるのです

次に、規制には速さと効率という要素もあります。
つまり、規制の変更にうまく適応できる保険会社ほ
ど、顧客や規制当局からの要求にかなう商品やサー
ビスを短時間で提供できるため、競争力が高いわけ
です。

こうした理由から、保険会社は、自社の業務が規制
を遵守しているかどうかに大きな関心を持っていま
す。保険会社の最高リスク管理責任者（CRO）や最
高コンプライアンス責任者（CCO）は同時に、組織
が安全で効率的なやり方で運営できるようなソリュー
ションをしっかりと根付かせなくてはなりません。

保険監督者国際機構（IAIS）が定める規制と監督
の原則および基準や、ソルベンシー規制、金融シス
テムのマクロプルーデンスと監督に関する規制のよ
うな、保険業界の金融活動に最も近い規制要件に、
他分野からの規制要件も加えなくてはなりません。
例えば、新しいサービスや商品、ビジネスモデルを
生む新興テクノロジーの利用に関連するものなどが
それにあたります。

パラメトリック保険や、遠隔医療のような新しいサー
ビス提供方法など、事例はすでに数えきれないほど
あります。アクティビティに基づく健康保険やドライ
バーの行動に基づく自動車保険のように、ユーザー
の行動をベースにしたモデルもそうです。

さらに先進的なもう 1 つの例として、いくつかの国で
試行中の自動運転があります。このような事例がす
べて、テクノロジーに動かされていることは明らかで、
これらが未来の保険のあるべき姿の最先端であると
はいえ、その普及によるメリットが顧客や社会にとっ
てプラスであり、あらゆる規制を遵守したものである
ことを確かめるためには、まだまだじっくりと見守っ
ていく必要があります。 
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相互接続する保険会社
の新時代

保険業界では、国家による監督モデルないしはフ
レームワークは実に多様です。例えば、ヨーロッパ
のいくつかの国では銀行業界を監督する機関が保
険業界の監督も兼ねており（ドイツ、オランダ、英
国がこのケース）、このシステムは日本など他の国
でも行われています。一方でその他の国々（中国、
スペイン、ポルトガル）には保険業界専門の規制
団体があります。それ以外のモデルとして、米国で
は業界専門の機関が保険の規制を担っていますが、
各州にそれぞれの規制団体があるため、部分的な
役割に留まっています。

超国家レベルでも、保険会社がその事業運営に際
して遵守すべきさまざまな法律があります。欧州連
合の基準は、ヨーロッパの保険会社も他国の保険
会社も、この地域で事業運営するのであれば適用
されます。 

世界の主な保険規制当局

アメリカ 31

USA

Italy
NAIC（全米保険監督官協会）

OSFI（金融機関監督官局)
Canada

PRA （イングランド銀行健全性監督機構）
英国 - FCA ‒ 金融行為規制機構 (FCA)

BARN（連邦金融監督庁）

UK

Netherlands
DNB（オランダ銀行）

FINMA 
（金融市場監督当局）

Finansinspektionen 
（金融監督庁）

DGS（保険年金基
金総局）

Spain

ACPR 
（健全性監督破綻処理機構）

IVASS 
（保険監督当局）

France

Switzerland

Germany

Sweden

FSA 
（金融庁）

Japan

    保険
     金融サービス
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ヨーロッパ 49 アジア 36

相互接続する保険会社の新時代
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アフリカ 28 オセアニア 6

相互接続する保険会社の新時代
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市場投入時間を短縮する
サンドボックス

規制のサンドボックスの概念として最も広く認知さ
れている定義の 1 つが、テストのための管理された
場である、というものです。言い換えると、ここで
は管理され時間制限はあるものの、ある程度の規
制の例外が認められた現実に近い環境で事業者が
新商品やサービス、アプリケーション、ビジネスモ
デルをテストすることができ、提示されたアイデアが
社会に利するものであるかを確認できるのです。そ
れゆえに、様々な理由で現行法がまだ認めていな
いイノベーションを証明する力が企業に与えられる
のです。

規制のサンドボックスは各国当局によって設けられ
ています。これがとても大事なところで、この点に
よりサンドボックスの場が安全で信頼できるものに
なっているのです。この施策に最初から加わり、推
進してきたのが、まさに規制当局であり監督当局な
のです。この構図のおかげで、事前にテストされた
新規提案は、より簡単に市場投入されることになり
ます。

もちろん、パイロットテストを行う場はほかにもあり
ます。ただし、規制当局が監督するサンドボックス
では、当局がこれらのテストの実施を許可し、都市
部で自動運転車の走行を認めるなど一定の例外を
認めたり、P2P のエネルギー市場のように P2P の
ビジネスモデルと認めてくれるという保証があるの
が別格です。

さらに上の段階になると、保険業または銀行業の
承認を受けていない企業でも新しいアイデアを試せ
るサンドボックスもあります。

規制の面から見てサンドボックスが重要な要素であ
るのは、当初からコンプライアンス分析が導入でき
るためです。ここがとても重要なのは、テスト段階
からイノベーティブなアイデアを適用可能なため、
技術的な変革を速めることができるからです。また
その事業者も、そのアイデアを実装する前にエラー
を見つけることができるうえに、顧客や組織、機関
にとっての脆弱性も検出できます。

しかし上述の定義とは別に、テクノロジーやイノベー
ション、コラボレーション、アジリティ、セキュリティ
といった、一連の特性を付け加える必要もあるでしょ
う。つまり、これらのテストはイノベーションを目的
として実施されるわけですが、それと同時に、付加
価値を持ったビジネスモデルや商品・サービスをと
にかく短時間で市場に投入することも目的としてい
るわけです。

もちろん、基本的な目的はこれらのイノベーション
が全ての関係者（企業、顧客、規制当局など）にとっ
ても安全に行われることです。だからこそ、あるモ
デルがうまくいくことやそれが規制を遵守しているこ
とが証明されるほど、新ソリューションを市場に投
入できる可能性が高くなります。

さらに、このようなテスト空間には技術的構成要素
との明確な関連性があります。こうした場に出され
たソリューションはさまざまな新興テクノロジーを
ベースにしているため、これらのイノベーションを
実装するには、さまざまな企業がさまざまな技術的
リソースやインフラストラクチャーとの協力が求めら
れることも珍しくありません。

しかしこの協力体制や技術的開放性こそがまさに、
進歩の差別化を生みだすのです。規制のサンドボッ
クスこそ、エコシステムを加味したイノベーションを
加速するものであると言えるでしょう。 
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サンドボックス
市場投入時間を短縮する
管理体制
サンドボックスはどのように機能するのか？

これらのツールのタイプはそれがどこの国や地域のものかによって大きく異なり
ますが、次のような簡易図で説明できる共通要素は多数あります。

サンドボックスが使えるとなったら、企業がそのプロジェクトを提示する方法は
いろいろとあります。事業者がその市場で合法的に運営できるようにするため
に、プロジェクトを提示した企業からのライセンスが必要な場合もあります。こ
うすれば、規制当局はその事業者が市場についてすでに知っていることや、提
示されたソリューションが最低限のことは保証されている（市場に関する知識、
既存の規制を遵守していること、提案の妥当性）ことを確認できます。

しかし別のケースでは、事業者にライセンスが不要なものもあります。そのイノ
ベーションを提示した企業はすでにライセンスを持っている企業と事前に合意し
ておいたり、サンドボックスそのものの中でパートナーを見つけることができる
わけです。また別のケースでは、企業が全工程を実施しておいて、プロセスの
最後に監督者や規制団体に権限を要求することも可能です。

この点について、いくつかのサンドボックスに適用される要求をもう 1 つ加えな
くてはなりません。このようなテスト空間の中には、アイデアを提示する企業が
その国で登録されていなければならない場合があります。別の選択肢として、
第三国の企業がプロジェクトを提示することをサンドボックスが認めることもで
きます。

もう 1 つ、イノベーティブなアイデアを提示できる時間枠についても考えるべき
です。サンドボックスが「オープン」であるため時を選ばずにアイデアを提出で
きる場合というのがあります。そのほかの場合は、企業が申請できる特定の期
間（コホート）を監督者が設けていて、それ以外の期間は申請できません。コ
ホートというのは、規制機関が参加企業に対してプロジェクトの提出を許可す
るラウンドまたは申請期間のことです。 

規制のサンドボックスがどの
ように機能するかの一般的な
アプローチ

テスト

評価

準備

オープンサンドボックス 特定の期間 
（コホート）

or

市場に投入して
よい／よくない

参加するにはライセンスを持っ
ていることが必須要件。

当該市場で営業するライセンスがある
パートナーとの連携。

アイデア／プロジェクト／イノベーション

参加できる
企業

サンドボックスで
踏むべき段階

申請の種類

認定 却下

却下認定

市場
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保険業界のサンドボックス
を掘り下げるー実例
英国：サンドボックスのパイオニア

サンドボックスおよびそれらと保険分野との関係性
に関して最も典型的なケースの 1 つに、2015 年に
創設された英国の規制のサンドボックスがあります。
設立以来、保険以外の分野も含めて 159 プロジェ
クトが認定されました。実際、このサンドボックス
の母体となる金融行動監督機構（FCA）が国内の
6 万近い金融サービス実体の事業も規制しており、
18,000 社を超える企業を対象とする規制機関でも
あるからです。

2016 年以降、7 回のコホートまたは申請期間が設
けられました。認定された全 159 プロジェクトのう
ち、11.32% にあたる 18 件が保険関連プロジェク
トでした。提示されたその他のソリューションまた
はイノベーションは、金融業界やペイメント、投資、
貯蓄などに関連するものでした。

2021 年 8 月には FCA が「常時オープン」モデル
の採用を決定したため、特定の時間枠に縛られず
にいつでも申請できるようになりました。

保険業界に関しては 2016 年以降順調で、いろいろ
なコホートの状況を見ても、1 つのコホートあたり
平均 3 件のプロジェクトが認定されています。ただ
し、より詳細な分析を行ってみると、初回のコホー
トで保険に直接関連するプロジェクトが認定された
のは 1 件しかないことがわかります。

このデータを同一コホート内で認定されたものすべ
てと比較すると、その割合は 5.5% になります。

しかし、2 つめのコホートで認定された保険関連プ
ロジェクトは 6 件に増えました。このときは保険と
金融の分野を合わせて 24 件のプロジェクトが認定
されたので、全体の 25% が保険関連だったことに
なります。2018 年と 2019 年には、認定された新
規構想は 29 件まで増加します（ただし保険関連の
ものはそれぞれ 3 件と 2 件でした）。直近の 2020
年および 2021 年では、COVID-19 の影響をまとも
に受けたため 2019 年の認定数は 22 件、2020 年
はわずか 13 件にまで落ち込みました。

2017 年には、このサンドボックスに提示された保
険関連プロジェクト数が大幅に増加しました。この
年には幅広いエコシステムに関連したプロジェクト
がテストされました。その多くは販売・流通関連で、
ヘルシーリビングとスマートモビリティ、そしてホー
ムセーフホームがそれぞれ 1 件ずつでした。2017
年から 2019 年にかけては、販売・流通やモビリティ
分野に関連したソリューションへの意欲が高まって
いたことがうかがわれます。 

FCAサンドボックスで認定された保険関連プロジェクトの動き
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保険業界のサンドボックス
を掘り下げるー実例
英国：サンドボックスのパイオニア

この状況は、サンドボックスに参加したプロジェクト数（2020 年はわずか 58 件）
と認定された数の両方が減少したことを意味しています。その結果、FCA は
2021 年になってそのプロセスに一連の変更を加えることを決定しました。そし
て別種のサンドボックスとして、シティ・オブ・ロンドン自治体との協力で、環
境や社会、コーポレートガバナンス（ESG）要素に関連したプロジェクトのた
めのデジタルサンドボックスを設立しました。こちらはパイロットテスト版と位置
付けられ、完全なデジタルフォーマットで 12 の企業が参加しました。

英国のサンドボックスに参加した 18 社を分析してみると、旅行保険に合わせて
設計されたソリューションに関するものも、その他のモビリティに関するものも
ありますが、そのほとんどがスマートモビリティ分野に関連するものだとわかり
ます。このエコシステムに関連するプロジェクトでは、InsurTech 18 社のうち
8 社がサンドボックスに参加し、全体の 44% を占めました。

数として 2 番目に多いのが、保険会社（保険請求管理など）と顧客（保険契
約者による自己管理を簡素化するプラットフォームなど）の双方に向けて一定
のプロセスを促すサービスや商品を扱うInsurTech のものでした。一方で、ホー
ムセーフやビジネスシールド、ヘルシーリビングなど、他のエコシステムを指向
するソリューションもあります。

テクノロジーに関しては、遠隔測定や IoT、あるいはブロックチェーンといった
ディスラプティブなテクノロジーの利用が目立っています。これらのイノベーショ
ンの多くが目指しているのは、何かの事象が起きたときに保険会社がどの解決
策をとるかを時間をかけずに決定できるように、テクノロジーを使ってプロセス
を簡素化したり自動化したりすることです。このような監視するタイプのイノベー
ションモデルは、モデルの妥当性を確かめるだけでなく、現行の規制を遵守し
ているため、市場投入時間が短縮されることとも関連しています。 

FCAサンドボックスで認定された保険関連プロジェクトの動き
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保険業界のサンドボックス
を掘り下げるー実例
シンガポールとPolicyPalの事例-PayPalからMAS
へ

シンガポールの金融管理庁（MAS）が 2016 年に
設立した規制のサンドボックスは、最初の導入事例
の 1 つです。このサンドボックスが設立されると、い
くつかの企業がイノベーティブなプロジェクトを申
請し始めました。そのうちの 1 つが、サンドボック
ス参入からちょうど 6 か月後、2017 年に申請した
PolicyPal です。

このシンガポールの InsurTech は 2016 年 4 月に
創業し、AI およびデータアルゴリズムを使って顧客
が自分で保険契約の管理を簡素化したりデジタル
化できるようにするアプリケーションを開発しまし
た。その後、このプロジェクトはテストから監視プ
ロセスに進み、半年かけてテクノロジーおよび販売・
流通モデルを検証しました。PolicyPal の提案は、
個人に必要な補償を改善する代替ソリューションを
自動的に提示できるように、アルゴリズムを通して
個人の補償範囲を分析するものでした。PolicyPal
はシンガポール金融管理庁（MAS）からデジタル
保険ブローカーのライセンスも取得しました。

PolicyPal は、創業間もない企業を後押しした
PayPal のイノベーション・ラボによって立ち上げら
れました。この InsurTech と同ラボはともに 2016
年に創業し、2017 年にはイノベーションプログラム

で協力体制に入りました。つまり、その当時すでに、
保険業界に新しいビジネスモデルを作りだすことに
大きな関心が集まっていたわけです。

PolicyPal は 2020 年 3 月、COVID-19 のパンデ
ミックの最中に、東南アジアで最も重要な金融サー
ビスコングロマリットの 1 つである香港の AMTD 
Digital によって買収されました。AMTD Digital は、
デジタルバンキングや保険、その他の金融サービス
を含む包括的なデジタルサービスを提供することを
目指しています。

この統合の結果、AMTD Digital は 2021 年 12 月
に香港で AMTD PolicyPal スマート保険アプリケー
ションを発表し、東南アジアへの拡大がすでに現実
となっていることを示しました。事実、PolicyPal
は買収以前のわずか 4 年間に、シンガポールでこ
の国の人口の 1.75% にあたる 10 万人のユーザー
を獲得していました。

PolicyPal は現在、AIA、AIG、Allianz、Aviva、
AXA、Bupa、Chubb、ERGO、HSBC Insurance、
Liberty Insurance、Manulife、MSIG、
Prudential、QBE、SingLife、Sompo、Tokio 
Marine あるいは Zurich といった主要保険会社と
取引しています。

もう 1 つの InsurTech の Inzure は、2019 年にこ
の規制のサンドボックスに申請しました。シンガポー
ルに拠点を置く同社は、企業保険の分野にソリュー
ションを提供し、中小企業が保険プロセスを自動化
して安全性を高め、ブロックチェーンの利用によっ
て管理負荷を軽減するのを支援しています。これは
プラットフォームを利用することで摩擦コスト（企業
が負担する「通常」のレベルやカテゴリを超えた経
費の総額）を削減することを目指したエンドツーエ
ンドのサービスです。同社の CEO によると、サンド
ボックスが InsurTech に寄与する基本要素の 1 つ
が、このような場があることで、資金調達に限界の
ある企業が十分な時間をかけてシンガポールのよう
に国が求める法規制に適応できるという事実なので
す。
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保険業界のサンドボックス
を掘り下げるー実例
ドイツ–複数のエコシステムを集めると

2016 年、ドイツ・ハンブルグの経済問題およびイノ
ベーション担当当局が、街中でデリバリーロボット
使用の実現可能性を検証するパイロットテストを実
施しました。この新規構想は、様々な企業とハンブ
ルグ内務スポーツ局および公共交通局を含む公共
機関による規制のサンドボックスの枠組みの中で行
われたものです。当局は、自由裁量に任された特
定の要件を通して規制テスト区域の監督およびコン
トロールをする機能を引き受けました。

後にロンドンでも実施されたこのパイロットテス
トは、さまざまな業界からアクターが参加しまし
た。プロセスには貨物輸送分野の組織（Hermes）
も参加しました。ロボティクス企業（Starship 
Technologies）または保険会社 HVD も同様です。
サンドボックスはこのプロジェクトの権限付与にあ
たって、2016 年 10 月 1 日から 2017 年 3 月 31 日
までの 6 か月間のテスト期間中に起こりうるすべて
の損害について責任を負うことを Hermes に求め
ました。しかしこのサンドボックスの責任者らによる
と、アクティブな参加者に保険会社 HVD がいたこ
とから、同社が責任保険および総合機械保険のカ
テゴリーでの既存の保険契約の一部として、保険に
よる補償を無料提供しました。

テスト開始当初はハンブルグ郊外にある Hermes 社
の施設の近隣 3 キロの管理された区域で行われて
いましたが、後に範囲を広げて都市部まで含まれま
した。また当初は午前 9 時から午後 5 時までとい
う時間帯を厳守することも求めていました。また日
の出前や日没後、濃霧や激しい雨などの悪天候時

にもテストを行わないこととしていました。

2017 年のテストに続いて、輸送における自動デリ
バリーロボットに権限を付与する前提条件について
の提案が交通道路建設担当事務局長宛てに提出さ
れ、受理されたのちに連邦交通デジタルインフラ省
へ送られました。

このパイロットテストは、ヨーロッパおよび米国のあ
ちこちの都市へと拡大して展開され、同社によると
すでに世界 20 か国、100 以上の都市でテストが行
われました。2020 年にはロンドンの北に位置する
小都市の中心部で運用が始まっています。いずれは
デュッセルドルフ（ドイツ）やベルン（スイス）といっ
たヨーロッパの大都市の都心でも同社による運用を
目指しています。

2019 年 8 月に 10 万件だった同社によるデリバリー
は、2020 年 6 月には 50 万件に増え、2021 年 1
月には 100 万件を上回ったと発表されました。テ
スト期間中、Starship Technologies のロボットは
40 万人以上の通行人とすれちがい、8,000 キロを
移動しましたが、インシデントの報告は 1 件もあり
ませんでした。

そのビジネスモデルは 2019 年に方向を変え、大学
キャンパスで商品をデリバリーすることに特化するこ
とにし、アメリカの複数の大学と合意に達しました。
Starship Technologies の目的は、米国で 100 大
学まで運用を拡大し、これらの大学で学生顧客数
100 万人を達成することです。

ビジネスモデルの視点から見ると、同社はロボット
を使って最大 9 キロまでの注文品をデリバリーして
いて、半径 5 キロ弱の範囲を時速 6 キロで自由に
移動する自治権も持っています。それはつまり、15
～ 30 分で注文品をデリバリーすることが見こまれ
るわけです。

商品を受け取るには、ロボットが目的地に着いた
時点で顧客または受取人がモバイルアプリケーショ
ンを使ってロボット内部に固定された箱を開けます。
内蔵されたスピーカーを使って顧客と会話すること
も可能です。

ロボットは自分が動き回る地域が適切かどうかを判
断するテクノロジーを使っています。カメラや GPS
システム、超音波センサー、レーダーを含むセンサー
群も搭載されています。

ドイツ生まれのこの例で特筆すべきことの 1 つが、
2019 年、テストからわずか 2 年後に、規制のサン
ドボックス戦略を実行推進するために、ドイツの連
邦経済エネルギー省が規制のサンドボックス調整事
務局を設置したことです。この事務局は、ドイツ政
府がイノベーティブなアイデアをテストしようとする
だけでなく、これらと他分野から生じるアイデアと
を統合して、さまざまな分野の企業や公共機関・
組織が参加できる、さらにエコシステムに立脚した
モデルの創出を推進するつもりがあることを反映し
たものです。 
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保険業界のサンドボックス
を掘り下げるー実例
インド：新興市場の可能性 ブラジル：InsurTech から保険会社へ

インドの主要損害保険会社の 1 つ、Reliance General Insurance は 2021 年
12 月、インドのサンドボックスで以前認定された 9 商品を、近々 2 回目のコホー
トでテストする、と発表しました。

具体的には、テストフォーマットで発売されるソリューションのうち 3 つはテレマ
ティクスに関連したもので、それ以外は同社の従来の事業に関連しており、保
険契約者の現行および将来的な契約要件に準拠することを目的としています。

こうしたイノベーションへの欲求は、当該サンドボックスの最初のコホートの
様々な分野に反映されています。具体的には、2019 年に設けられて以来、こ
のサンドボックスには合計 173 件のプロジェクトが申請され（同年 9 月 15 日
～ 10 月 14 日）、テストを行う権限を付与されたものはいくつかのグループお
よび時間枠に割り振られました。申請されたプロジェクトのうちおよそ 40% が
認定されました。

1 つめの分野では、33 件のプロジェクトが権限を付与され、2020 年 2 月～
7 月にテストが行われることになりました。これらのプロジェクトは、医療（計
19 件のプロジェクトが認定）、損害保険（同 11 件）、販売・流通（同 3 件）
の 3 つのクラスタに分けられました。

2 つめの分野では 16 件の提案が認定され、2020 年 5 月～ 10 月に規制の下
で運用されることになりました。こちらのクラスタは損害保険（9 件）と生命
保険（79 件）の 2 つのみでした。

第 1 コホートの最後の分野では 18 件のプロジェクトが認定され、2020 年 7
月～ 12 月にテストが行われました。こちらのクラスタは 4 つ、生命保険（テス
ト実施が認定されたのは 2 件）、健康保険、販売・流通、損害保険はそれぞ
れ 7 件、6 件、3 件が認定されました。

第 2 コホートは 2020 年 9 月に設けられ、IRDAI は 185 件の申請を受け付け
たものの、COVID-19 の影響が大きいことから、多くのプロジェクトはプロセス
を完了することができませんでした。それにともなって、規制当局は 2021 年 1
月、第 2 コホートに提示されたプロジェクトの試行期間を延長しました。

このラテンアメリカの国が規制のサンドボックスを設けたのは 2020 年でした（民
間保険監督局の SUSEP が監督）。以来、32 件のプロジェクトが認定され、
この場を利用しました。初年度の 2020 年に選ばれたプロジェクトは 11 件、
2021 年には 21 件でした。

2020 年のサンドボックスに認定された最初の企業は Pier で、SUSEP の簡
素化した規制制度のもとで権限を付与されました。現在、このブラジルの
InsurTech はテスト空間を離れる許可を得て、2022 年には恒久的な保険ライ
センスを得てブラジル全土で事業を展開しています。

これまで Pier は、そのデジタルプラットフォームを通して AI をベースにスマー
トフォンと自動車の保険契約だけを提供してきましたが、2021 年末に 2000 万
米ドルの投資を受けたことで、生命保険や火災保険など、異なるタイプの保険
にまで計画を拡大しました。

自動車分野では今のところ 1 つのカテゴリのみに参入していて、価格が 18,000
米ドルまでの車のための保険しか販売できず、しかも第三者の損害は補償の範
囲外でした。新たに権限を得たことで、Pier は 5 段階のうちレベル 3 の保険
会社になるためのプロセスを開始しました。最終ライセンスを得ることでさらに
補償範囲の広い保険を販売できるようになります。

来年には、保険会社の制限を取り除き活動分野を広げられる最終ライセンスに
よって、Pier は完全なプラットフォームとしての足元を固め、個々人のニーズを
満たすようにカスタマイズされた商品で保険業界に革命を起こすことができるで
しょう。

同社がブラジルの保険業界にとって革命的だったのは、規制のサンドボックス
の枠内にいる InsurTech からスタートして、完全なライセンスを持った保険会
社にまで成長したからです。そのビジネスモデルは、デジタルに徹して顧客体
験を促進するように設計されたことで、この市場に携帯電話の即時賠償やシン
プルな盗難補償といったソリューションをもたらしたのです。 
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保険業界のサンドボックス
を掘り下げる
従来のアプローチのその先へ

しかし、保険業界が参加できる特定のサンドボック
スのその向こうでは、金融または保険分野の、こう
したいくつかのテクノロジーの新規構想も急増して
います。これは欧州委員会が欧州ブロックチェーン
協会との協力で、2022 年にいわゆる汎欧州規制サ
ンドボックスを開設しようとしているテクノロジー、
ブロックチェーンの事例です。

この新しいフレームワークが目指しているのは、欧
州ブロックチェーンサービスインフラストラクチャ

（EBSI）におけるユースケースの監視およびテスト
です。EBSI は相互接続ノード（欧州連合、ノルウェー、
リヒテンシュタイン、欧州委員会の 27 か国で構成）
の P2P のネットワークで、ブロックチェーンを土台
にしたサービスインフラストラクチャを運営していま
す。

AI に関連したソリューションをテストするための特定
の新規構想もいくつか始まっています。これはノル
ウェーと英国の事例で、AI 関連テクノロジーに限定
した規制のサンドボックスで公共部門および民間部
門が各自のモデルをテストすることができます。この
テクノロジーによって、本人確認、AML ／ CFT 規
制のコンプライアンス、リスク管理、潜在的な不正
行為、ストレステスト、ミクロプルデンシャルおよび
マクロプルデンシャルレポートなど、様々な分野で
プロセスが改善されるかもしれません。

他の事例では、テクノロジーに特化したサンドボッ
クス（ビッグデータ、機械学習、バイオメトリクス、デー
タ可視化、クラウド）はまだ時期尚早です。しかし、
異なる規制当局が相互接続して、安全で適法なイ
ノベーションを生み出そうとしていることについては
検証を始めることができます。

これはドイツ連邦経済・気候保護省（BMWi）の例で、
同省は異なるサンドボックス同士のコミュニケーショ
ンおよび支援機能を担っています。また 2018 年に
は、いまではさまざまな分野から 530 人のメンバー
および専門家（リサーチ、民間企業および、他の
各省、ドイツ議会、その他の連邦国家を含む公共
機関）を擁する「規制のサンドボックス・ネットワー
ク」も設立しました。

これを目的として、BMWi は連邦各省や連邦議会、
連邦国家と協力して新たな、そしてより良い実験条
項を策定しています。現時点では、自動運転および
イノベーティブなモビリティコンセプト、デジタル身
分証明、電子政府のための新ソリューションなどが
あります。

このような新協力体制の結果が、BMWi が優れた
事例を称えるイノベーションアワードの創設です。こ
のアワードは 2020 年に始まり、異なる業界から計
9 件のプロジェクトが受賞しました。そのうちの 1
件が保険業界に関連する「Nect Robo-Ident：健
康保険会社、保険会社、銀行向けの遠隔身分証明
の未来」で、「レビュー」カテゴリで受賞しました。

デジタルヘルス分野のために設計されたこのソ
リューションは、AI を使って即時的に本人確認を行
うものです。このために保険契約者がするのは、パ
スポートか身分証明書を記録し、自撮りで動画を撮
ることだけです。この方法は、保険会社が提供する
何らかのサービスをデジタルで利用するために、保
険契約者が本人であることを証明しなければならな
い場合に特に有効です。

このイノベーションは、ドイツ連邦社会保障事務局
の認定によって、実環境でテストが行われました。 
具体的には、ハンブルグを拠点とする健康保険会社
Hanseatische Krankenkasse（HEK）が実施し、
1 年後には首尾よく前向きな結果が得られたため、
国内の他の保険会社にも拡大されました。

これらのアワードは 2022 年に第 2 回が予定され、
2022 年 1 月 26 日まで参加プロジェクトの申請を
受け付けました。すなわち、今年のうちには、同国
で最も優れたイノベーションが認められ、それはサ
ンドボックスでこれまでに行われたテストした中から
あらわれることになります。

2020 年のアワードでは、これ以外の受賞プロジェ
クトには、ドローン（手術室に組織サンプルを運ぶ、
あるいは研究室に持ち込むべき原材料サンプルを運
ぶため）やブロックチェーン（代理権を付与するた
め）、自動運転公共車両（地方および都市部で運
行する 6 人ないし 12 人乗りのミニバス）などのテ
クノロジーに関連したものが含まれていました。

最後に、サンドボックス間、あるいは規制間協力の
同一分野において、2019 年にグローバル金融イノ
ベーションネットワーク（GFIN）が創設されました。
このネットワークは 60 以上の組織（金融規制当局
または同様の機関）で構成されています。GFIN の
目的は、民間企業と規制当局とのリンクとして機能
することで、イノベーションが一つの国に留まらず、
そのアイデアまたは提案を監督者が受け入れる限
り、数か国へ同時に行き渡るようにすることに他な
りません。

そのメンバーには、アフリカ、アジア、アメリカの多
くの国々の金融・財政・銀行・保険の主要機関が
含まれています。目標の 1 つは、イノベーション分
野における金融サービス規制当局同士が協力する
ための新しいフレームワークを創出することです。
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保険業界のサンドボックス
を掘り下げる
世界のサンドボックス

2015 年に英国で最初のサンドボックスが開設されて以来、わずか 6 年間でお
よそ 60 もののサンドボックスが設けられてきました。

最初の事例こそヨーロッパのものでしたが、こうした公的機関の広がりを分析
してみると、ヨーロッパのサンドボックスは全体（59 件）の 25.7%（15 件）
に過ぎないことがわかります。さらに特徴的なのは、20.2%（12 件）に達し
たアフリカや、それをさらに大きく上回る地域があることです。それはアジアで、
実施されたサンドボックスの 42.3%、計 25 の公的機関によるものでした。こ
れとは対照的に、米国は今のところわずか 7 件、全体の 11.8% に留まってい
ます。 

規制のサンドボックスの動向
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合計   59   100
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保険業界に直接間接に影響する規制は多数ありま
す。その中には、適応は地域によるとはいえ、ソル
ベンシーあるいは IFRS 17 のようにグローバルなも
のがあります。そしてその他の多くには国ごとの要素
があります。

しかし、すべての保険会社が大きな変更の影響を受
けるうえ、様々な規制が作られます。例えば不正行
為を回避するため、顧客情報取得（KYC）やマネー
ロンダリング予防（AML）に関する方法が確立され
ています。あるいは、顧客保護を保証するためには
個人情報保護などの制限が設けられています。この
他にも、本冊子に集められている通り、保険業界に
関わるもっと具体的な規制も作られています。

保険会社が提供する補償を補強し、そのシステムの
ルールに従うために規制当局によって課されるこう
したすべての要件があるということは、保険会社は
手続きを自動化して文書を電子的に記録し、それを
監督機関に知らせるシステムを備えなければならな
いということです。以下に、保険分野に影響のある
主な規制についてまとめました。

データのプライバシー
この数年で、個人データへのアクセスの保護と処理
に関わる様々な法律が制定されました。これらすべ
ての対象範囲が各国の状況によって異なるのは間違
いありません。個人データを扱う際に企業に求めら
れる責任について、より制限が厳しい事例もあれば、
あまり求められないといった事例もあります。

1999 年金融サービス近代化法としても知られるグ
ラムリーチブライリー法（GLBA）は、金融機関（商
業銀行、投資銀行、証券会社、保険会社）が顧客
の個人情報をどのように扱うべきかを規制するため
に米国で制定された連邦法です。米国には、患者
の健康に関するセンシティブな情報を守り、患者本
人の同意または関知することなく第三者に開示され
ることがないようにするために国としての基準を定
めることを求めた 1996 年の連邦法「健康保険の相
互運用性と説明責任に関する法律（HIPPA）」もあ
ります。同じく米国で有効な州法には、カリフォルニ
ア州消費者プライバシー法（CCPA）や、ニューヨー
ク州のデータプライバシー法があります。

カナダには、民間セクター組織を対象とした連邦プ
ライバシー法として「個人情報保護および電子文書
法（PIPEDA）」があります。この法律は、企業が商
業活動を行う中で節目ごとに顧客情報をどのように
管理すべきかについての基本的なルールを基準とし
て定めています。このほかにデジタル憲章実施法も
制定されています。

ラテンアメリカでは、2020 年に制定された「ブラジ
ル個人情報保護法」や、データ保護に関する法律
を更新するチリのプロジェクト「個人情報保護法」
が際立っています。

アジアおよびオーストラリアでは、オーストラリアが
2018 年に制定したプライバシー法などの特定の規
制や、2020 年のニュージーランドのプライバシー法、
こちらも 2020 年制定の韓国の個人情報保護法が
あります。しかし、まだこのような民間企業や公的
機関による個人データ保護に関する法律制定プロセ

スの途中にある国々も残っています。中国の個人情
報保護法や、タイの個人情報保護法などがそれに
あたります。

日本の「個人情報の保護に関する法律」の改正は
2022 年に施行されます。

しかし、インドには現在のところデータ保護に特化し
た法律がなく、2011 年の情報テクノロジー法にセ
ンシティブなデータの扱いについての規則があるだ
けです（合理的セキュリティ慣行と手続きおよびセン
シティブな個人データもしくは情報、SPDI 規則）。

南アフリカでは、2021 年に個人情報保護法（POPIA）
が施行されました。

ヨーロッパには 2016 年に制定され 2018 年 5 月
25 日に施行された「一般データ保護規則（GDPR）」
があります。これは企業に対するプライバシーに関
連した法律としては最も厳しいものの 1 つです。「規
則」という法的地位によって、欧州連合の全加盟国
に適用される強制基準となっています。つまり、欧
州連合市民の個人データを扱うすべての企業は、
データを正しく利用するために、厳密なプロトコル
に従わなければならないのです。

英国では、ICO 事務局が独立した機関として公共の
利益における情報の権利を防御ないし保護する役
割を担っています。公共団体の開示性と透明性と同
時に、公的か私的かに関わらずあらゆる種類の機関
による個人データのプライバシー尊重を促進してい
ます。

つまり、データのプライバシーについては、実に様々
な規制がある、ということです。国や地域によって
違いはあっても、何らかの要件や基準が求められて
います。しかし確かなのは、これらの法律はすべて、
商品やサービスを売り込むためにデジタルプラット
フォームを使うことでますます強引になる企業のデー
タ利用に対して、人々の権利をより確かに守ろうとし
ているということなのです。

保険会社にしても、上述したような法律または規制
を遵守することを保証しなければならないので、状
況は他のセクターとさほど違いません。それを達成
するには、独自のソリューションを開発することも
できるし、規制遵守やセキュリティ、コンプライアン
スの要件または要求を満たすためにテクノロジーを
どのように応用すればよいかよく知っているスタート
アップなどの第三者とのパートナーシップを活用する
こともできます。一方で、保険会社からの大量のデー
タの処理と管理を任されているクラウドサービスプ
ロバイダーなどの大規模バートナーも必要になって
きます。

結局のところ、何かを受信したり他社にデータを移
したりするための顧客の同意など、法律が求める手
続きの多くが記録されるのは、まさにこれらのサー
バ上です。そこへ、サイバー攻撃後に明らかになる
潜在的なセキュリティ侵害に起因する（法的な、あ
るいは信頼性の）問題も加わります。

実際、データプライバシー法が広まることで Cookie
に注目が集まっています。欧州連合は理事会を通し
て電気通信を規制する法案を提出しました。これは
2002 年電気通信プライバシー指令を無効とするも
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ので、e プライバシー規則とも呼ばれ、電子メール
その他の文書、SMS、ソーシャルネットワーク上のメッ
セージなど、あらゆる通信を規制の対象とします。

現時点でまだ承認されていないことは事実ですが、
この法案が「指令（EU が掲げた目標達成のために
どの法を適用するかは各加盟国が決められる）」から

「規則（EU 官報の発行からすべての要素について
直接適用される義務的な法的規範）」へ格上げして
提案しているというところが重要です。しかし、欧州
委員会と欧州連合理事会、欧州議会、それぞれの
視点の違いのために、この 3 機関が、議論の土台
とする暫定版をようやく固めたのが 2021 年 2 月だっ
たことも考慮しなければいけません。そして理事会
と議会がこの法案に対する一連の修正案に合意し
たのが、 2021 年 11 月のことでした。

従って、順調に運んだとしてもこの新規制が発効さ
れるのは最速で 2023 年、しかもそれに 2 年間の移
行期間が設けられれば、この規制が適用されるの
は 2025 年ということになります。この規制は、（条
項となる前の）当初の検討事項としては Cookie の
使用について 1 度しか触れていなかった GDPR を
補完することになります。つまり、先行する e プライ
バシー規則が発効された 2002 年時点には予測で
きなかったデジタル領域における保護の要素が取り
入れられることになります。例えば、この新しい提
案による法令は、史上最高額の罰金（Amazon は
2021 年におよそ 9 億米ドル、WhatsApp は同年
に 2 億 5000 万米ドル以上）を科された Facebook

（WhatsApp を含む）や Amazon といった大企業
にも影響をおよぼすでしょう。

データのプライバシーに関する規則違反に科された
罰金が史上最高額だったとはいえ、これが GDPR
範囲外の米国の企業である Facebook へのもので
あったことは間違いありません。この事例では、米
国の連邦取引委員会（FTC）が、ユーザーのプライ
バシーを繰り返し侵害したとして、Facebook に対
して 5 億米ドルの制裁措置をとった（Cambridge 
Analytica とそれ以前のケースについて）ということ
です。

しかし、e プライバシー規則で導入される新規性
は継続され、トランスフォーメーションは企業が
Cookie から得られる情報を利用することと関連して
います。組織は、サービスの提供を受けるにあたっ
て必ずしも必要のない Cookie をユーザーが拒否
しやすいようにしなければならないでしょう。さらに、
こうした選択肢をユーザーが自分のブラウザの設定
画面から直接管理できるようにもしなければなりま
せん。

ユーザーの明確な同意があれば、企業は自社のウェ
ブサイトでだけ Cookie を利用することができます
が、もしユーザーが Cookie の利用を拒否しても、
彼らはそのウェブサイトのコンテンツすべてを見るこ
とができる（ユーザーは Cookie を受け入れなけれ
ば閲覧を続けられない現状とは逆）ため、大きな変
化が起きるでしょう。したがって、オプトインモデル（企
業は事前に説明したうえで同意を得ていれば宣伝広
告を送付できる）からオプトアウトモデル（メールを
配信停止する方法がしめされていれば宣伝広告を
送付できる）へと変わるわけです。

保険業界のデータ保護
データ保護法を遵守しない場合の影響を推し量るの
に最もよい方法の 1 つは、これまで保険業界に制
裁措置が取られたかどうかを知ることです。具体的
には、2020 年にドイツのバーデン＝ビュルテンブル
ク州のデータ保護当局（DPA）が、健康保険会社
AOK Baden-Württemberg に 124 万ユーロの罰
金を科しました。同社には 450 万人以上の保険契
約者と、20 万社以上の企業顧客がいました。罰金
額を決めるにあたって、DPA は企業の規模や顧客
数などの要素を考慮しました。

同社がこの地域の代表的な公的健康保険会社であ
るという事実も、制裁措置をとるかどうかと関連が
ありました。ドイツでは、民間の健康保険も選べま
すが、月収が 5,212 ユーロ未満の人は公的健康保
険への加入が義務付けられています。

この制裁措置の理由は、GDPR 第 32 条にあるいく
つかの条項違反でした。第 32 条には、データ処理
の責任者（この場合は保険会社）は、処理の過程
で生じるリスクに応じて適切な技術的かつ組織的手
段を用いてセキュリティレベルを保たなければなら
ない、とあるからです。

AOK Baden-Württemberg は、2015 ～ 2019 年
に顧客が参加できるさまざまなコンテストを企画しま
した。参加者は自身の健康保険に関する詳細な連
絡先その他の情報を提出する必要がありました。そ
の情報は将来の新しい商業活動に活かすために分
析されることになっていましたが、ふたを開けてみ
れば、参加者 500 人分のデータが広告情報の送付

のために利用され、対象となった人たちは同意なく
そのような情報を受け取りました。その結果、同社
は手順およびコントロール構造を改善するために一
連の対応を行いました。

保険業界における GDPR の規則違反に科せられた
罰金としてはこれが最高額だったのは間違いありま
せん。しかし、小規模なものではありますが、EU で
他にも事例があります。この規則では、行政上の罰
金を 2 段階に設定しています。まず、最大 1000 万
ユーロまたは全世界でのその企業の前年度の年間
取引高の 2% の罰金というのが第 1 段階です。

次に第 2 段階として、最大 2000 万ユーロまたは全
世界でのその企業の前年度の年間取引高の 4% の
罰金を科すことができます。この場合、規制当局は
金額が大きくなるようにどちらかの方法を選ぶことが
できます。

その他の事例では罰金額は少ないものの、保険業
界が医療や銀行など他の分野と密接な関係にある
ことを考慮しなければなりません。そちらでも罰金
が巨額になる関連事例があったからです。

SolvencyII
Solvency II が施行されたのは 2016 年 1 月です。
保険会社および再保険会社がリスクを削減して競争
力を高め、その商品およびサービスの種類や質を向
上できるようにするものです。
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Solvency II は、欧州連合が出した指令（連合加盟
各国を縛る基準となる規定）です。この規則は、欧
州連合の保険会社が支払い不能となるリスクを削減
するために保持すべき資本金額を規制しています。

その目的は、保険会社を強くして、経済危機によっ
て生じる困難な状況に立ち向かえるようにすること
です。そうして企業の資本化に関連する要求があっ
たときに、市場に出ている様々な商品のリスクが分
析され、各国の監督機関によって監督されるように
します。

こうした変更によって、顧客は保険会社のことやそ
の会社が販売する商品についてのより多くの情報を
得られるようになり、透明性が高まって、結果として
これらの規制変更のおかげで強化されたシステムへ
の信頼も大きくなるわけです。

Solvency II には 3 つの柱があります。1 つ目は量
的なもので、保険会社に求められる資本要件の計
算にフォーカスしています。2 つめは質的なもので、
リスクモデルにフォーカスしています。最後の 3 つ目
の柱は透明性と市場規律を指向したものです。この
最後の柱によって、保険会社で生成され監督機関に
もたらされる情報の報告基準に単一の方法が適用
されることになります。

IFRS17

IFRS 17（国際財務報告基準） は、保険契約の会計
手段の原則を規定する国際的な基準であり、保険
事業にとってそれが根本的に重要である理由です。

この基準は、IFRS 財団に属する独立した会計基準
設定機関である IASB（国際会計基準審議会）が発
行するものです。

発行されたのは 2017 年ですが、一定の猶予期間を
おいてようやく効力が発生するのは 2023 年 1 月 1
日を予定しています。IFRS 4 と呼ばれていたこれま
での規制に代わって現行の規制が有効になります。

この規制変更の目的は、保険会社の持っているデー
タを標準化して、保険会社間、業界間で財務表の
比較を円滑にすることです。この変更が重要なのは、
データ管理や財務情報表示、保険数理計算などの
重要な側面が変更されるからです。

IFRS 17 によって、100 か国以上で使用されている
共通会計用語が実現します。これによって企業会計
を国際的に比較できるようになり、国際財務の調和
に向かって大きく前進できるのです。

DORA（デジタルオペレーショナル
レジリエンス法）
上述の概念に関連して、欧州議会および欧州委員
会は 2020 年 9 月、デジタルオペレーショナルレジ
リエンスの規制法案を EU の金融サービス部門に提
出しました。この法案（デジタルオペレーショナル
レジリエンス法、DORA）は、情報通信テクノロジー

（ICT）によって金融部門（保険および再保険会社
を含む）に生じるリスク要件を強化しアップデートす
ることを目的とし、共通システムのもとで運営してい
るこれら業界に関わるすべての利害関係者が特定の

テクノロジーの使用に由来するリスクを回避できるよ
うにするものです。

DORA が目指しているのは、金融システムへの参加
者すべてが必要な安全対策を手にすることで、サイ
バー攻撃やその他のリスクを軽減することです。提
出された法案は、あらゆる ICT 関連の脅威やディス
ラプションを乗りこえることを企業に求めます。また、
クラウドサービスプロバイダーなどの重要な第三者
プロバイダーには監視フレームワークも導入します。

潜在的に重要とみなされる ICT サービスプロバイ
ダーを含むこの業界のすべての構成員が、サイバー
攻撃やその他のリスクと戦うために必要な手段を
手に入れることが目標です。したがって企業は、デ
ジタル脅威とそれがもたらすサービス中断といった
影響に対処できることを自らしめさなくてはなりま
せん。この新法は単に企業（銀行および保険会社）
を対象とするだけでなく、そうした企業にサービスを
提供する企業にもその影響範囲を拡大していくので、
クラウドサービスプロバイダーなどの重要プロバイ
ダーもこの規則の対象ということになるでしょう。

この法案の新しさの 1 つが、この問題に関する規定
があちこちに散らばっている現行法の取りまとめに
なることです。一方で、この法案が提出されたことで、
公的機関どうしがまとまるという目的も見えてきま
す。欧州保険企業年金監督機構（EIOPA）、欧州銀
行監督機構、そして欧州証券市場監督機構（ESMA）
が積極的に準備にかかわってきたことからそれがわ
かります。 

IORP（職域退職規定に関する機
関）
この欧州指令が承認されたのは 2016 年ですが、施
行には少し時間がかかり、いくつかの EU 加盟国
の法システムに取り入れられたのは 2020 年でした

（COVID-19 の影響も遅れた原因の 1 つ）。最後に
導入したのはアイルランドで、2021 年 4 月でした。

この基準は、主目的として参加者および年金プラン
の受益者にレベルの高い保護と安全性を保証するこ
とのほかに、年金基金の管理システムを強化し、年
金基金にはその管理団体と、可能であれば基金監
督委員会がつくという主要機能を明確に規制するこ
と、職域年金基金の越境的な活動の規制を改善す
ることも目的としています。

職域退職規定に関する機関（IORP）は、年金プラ
ンを利用する人々に高いレベルの保護と安全性を広
めることを目的としています。その実現のため、年
金基金の管理システムを規制および修正し、管理団
体にはその基金に主要分野で独立した専門家（保
険数理士、リスク管理および内部監査機能）をつけ
させ、また自身のリスク評価をすることも求めてい
ます。一方で、職域年金基金の越境活動を改善す
るための手続きの規制もしています

さらにこの法案は、EU 全体の年金プランへの参加
者またはその受益者から得た情報を取りまとめるこ
とも目的の 1 つです。
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というのも、彼らは金融機関や保険会社から、人々
が自分に適した年金プランを選べるように十分かつ
率直な情報を提供する「年金給付明細」と呼ばれ
る書類を通して、明確で単純な情報を受け取るから
です。

IDD（保険販売業務指令）
この法律は、EU 域内において保険商品が設計され
販売・流通する方法を規制することを目的としてい
ます。したがって、保険会社は自社商品を設計・管
理し承認するための内部管理プロセスを遂行しなけ
ればなりません。この基準も保険分野のその他の基
準と同様に、保険会社の顧客を守り販売・流通の
透明性を促進することを目的としています。

この新基準の目的の 1 つは、保険の販売・流通に
関わる様々なアクターの取り扱いを標準化し、保険
会社（2018 年以来、新手法とされる自社商品の販
売・流通チャネルとみなされている）や仲介者、ブ
ローカー、バンカシュアランス、デジタルチャネル、
保険価格の比較サイトに同じ条件を保証することで
す。この規制は、彼らの間で自由競争を促そうとす
るものです。

顧客はもう 1 つの側面と言えるでしょう。上述したア
クターまたはチャネルの取り扱いが均一化されるな
らば、顧客はこれらのアクターのどれでも同じ補償
を提示してくれると思うことができます。

大きな変更の 1 つは、どのような保険商品であれ、
契約を結ぶまえに保険会社が契約者に提供すべき
情報が明確になることです。

販売・流通サービスを提供する専門家についても、
この指令の施行に伴う新しい進展があります。その
結果、補完的な保険仲介者の形態（保険の販売・
流通とは異なる専門的な活動をするが、中心となる
活動を補完する形で報酬と引き換えに保険契約を
販売する人物）が作られます。このような新形態も、
その他の仲介者と同じ規制の対象となるでしょう。

それには保険分野の専門家に何らかの学位が必須
となったり、職務遂行のための訓練を受けるなど、
果たすべき義務も含まれます。

商品への規制については、いわゆる保険ベースの
投資商品（IBIP）の規制も新しく加わったもので、
関連経費の報告や顧客への適切さ、または利便性
の検証を実施するなど、一連の要件が求められます。

PRIIPS（パッケージ型リテール投
資商品および保険ベース投資商
品）
EU は、小口顧客が契約に先立って関連があると思
われる商品の情報（その商品の特徴や識別情報、
固有リスクのレベル、条件、採算シナリオ、関連コ
スト、など）を知ることができるように、保険会社の
顧客が KID（主要投資家情報文書）と呼ばれるも
のを利用できるようにする義務も規制しています

この契約前文書の配布義務は、2018 年の PRIIPS
（パッケージ型リテール投資商品および保険ベース

投資商品）規制の中で確立されました。これは、顧
客が決断する前に商品をしっかりと理解してもらい、
さまざまな商品を比較できるようにすることを目的と
したものです。これらの商品には、年金プランや傷
害保険や老後資金保険、年金保険プラン、銀行預金、
株式、投資ファンドなどが含まれます。 

保険規制のタイプ
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保険規制のタイプ

保険業界に影響を及ぼす規制の種類（ごく一部）

リスク管理
ソルベンシー II

IFRS17
IDD

PRIIPS

IORP DORA

報告販売・流通

データのプライバシー

米国
· グラムリーチブライリー法（GLBA）、米国
· 健康保険の相互運用性と説明責任に関する
法律（HIPPA）、米国

· カリフォルニア州消費者プライバシー法（
CCPA）またはニューヨーク州データプライバ
シー法、米国

ヨーロッパ
· 一般データ保護規則、欧州連合

カナダ
· 個人情報保護および電子文書法（PIPEDA）、
カナダ 

· デジタル憲章実施法、カナダ 

アジア
· プライバシー法、オーストラリア
· プライバシー法、ニュージーランド
· 個人情報保護法、韓国 
· 個人データ保護法案、インド
· 個人データ保護法、中国
· 個人データ保護法、タイ
· 個人情報保護法、日本

ラテンアメリカ
· 個人情報保護法、ブラジル
· 個人情報保護法、チリ

アフリカ
· 個人情報保護法、南アフリカ

保険会社



レグテック
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レグテック：テクノロジーと
規制の間で

レグテックという概念は、規制（レギュレーション）
とテクノロジーを組み合わせたところからきていま
す。テクノロジーを通して（規制または規制遵守
に関連した）特定プロセスの管理を円滑にするこ
とこそが出発点です。

こうした規制はこの分野に特有のもの（保険会社
に求められるソルベンシー報告に関するあれこれ
など、その業界に特有の規制遵守）の場合もあれ
ば、その業界における新技術（たとえば、新技術
による顧客データへのアクセスやその利用に関する
こと、顔認識、あるいは AI など）の影響を受け
ている場合もあります。

どちらの場合でも、保険会社が規制要件を満たす
ために、テクノロジーをどう使うかが問題です。し
たがって、保険業界における本当のデジタルトラン
スフォーメーションというのは、簡素化と最適化、
そしてプロセスの自動化によって効率が高くなり、
コンプライアンスに関連したコスト配分が少なくな
るという結果にもつながるものです。

テクノロジーを使ってこれらのプロセスが改善され
る一例に、報告書の正確さや信頼性が増すという
ことがあります。また、将来的なリスクを予防する
ことにも役立ちます。企業がリスクを見つけること

ができれば、意図的な不正行為などで起き得る基
準違反の可能性に気づくきっかけになります。

このような関連性は（この情報は、プロセスが現
行の規制に則って行われていることを保険会社が
規制当局に提示するものなので）ユーザー側には

「見えない」かもしれませんが、その結果は間違
いなく保険契約者の利益になります。これは、技
術的イノベーションが多くのメリットを生み、それ
と同時に保険会社がすべての規制をきちんと遵守
して運営されることが保証されるという、 2 つの要
素がうまく組み合わさった結果、そうなるのです。
こうしたことはすべて、監督されることで実現する
のですが、それにはポジティブな視点から理解す
る必要があります。なぜなら、これによって保険会
社側には透明性が生まれ、そのことが保険商品や
サービス、新しいビジネスモデルだけでなく、保
険会社そのものへの大きな信頼が顧客側にも生ま
れるからです。

いずれにしろ、こうした要件を遵守しなければなら
ないことで保険会社は一連のプロセスを転換せざ
るを得ず、そのためのコストや技術的な適応は避
けられません。このような背景から、（あまり多く
はないものの）保険会社の内部から直接、あるい
は他分野から新しい技術的ソリューションが登場し

ていて、その他分野の中でも InsurTech が際立っ
ています。

このような流れを見るに、いったいどれだけの国
が金融および保険分野のためにサンドボックスを
用意しているのかを見ることは重要です。管理者
がコントロールするこうしたテスト環境は、保険会
社やイノベーティブなスタートアップ（InsurTech）、
そして新ソリューションがさまざまな法や規制を遵
守しながら顧客の利益にもなるように見張る規制
当局といった、保険のエコシステムに関わるすべ
てのアクターを巻きこむためのもう 1 つのステップ
です。

そこで、このように言うことができます。保険にお
けるレグテックとは、保険会社がその活動にとって
不可欠なさまざまな分野や機能、すなわちコンプ
ライアンスや報告、規制監視、デジタル認証など
に関連するプロセスを、テクノロジーを利用するこ
とによって、適切に管理できるようにするスタート
アップである、と。
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サンプルに見るレグテック

この規制にフォーカスした初めての試みで、私たち
が選んだサンプルはごく限られています。探したの
は、自らを保険業界というフィールドで規制を遵守
するソリューションを提供するテクノロジー分野にい
る企業である、としている会社です。

そうやって探した結果、見つかったのは全部で 25
社という限られた数でしたが、彼らのおかげで私た
ちはいわゆる「レグテック」というものに関する一
連の分析を行うことができました。

サンプルからは、何らかの関連データを観測するこ
とができます。まずは、このようなタイプの企業に
最初の投資が行われたのが 2014 年で、FCA がレ
グテックという用語を使ったのとほぼ同時期だった
ということです。

言い換えれば、デジタルな運営をする企業が増加し
たことに伴って規制遵守がそれまで以上に必要とさ
れ始めたのを 1 つの要因として、それと時を同じく
してこうしたタイプの企業がソリューションの開発を
始めた、ということです。

興味深いインサイトがもう 1 つあります。2014 年か
ら 2016 年にかけて、このタイプの企業への投資の
動きは横ばいの状態でした。ところが、2017 年に
なると投資は目立って増加しました。

この年、およそ 1000 万米ドルかそれをはるかに超
える投資を受けたのは 3 社です。FRISS の場合、
その額は 1750 万米ドルを超えていました。

このタイプの企業の 1 社への投資が 2000 万米ドル
と同等かそれ以上になるのは 2019 年になってから
ですが、この年のそれだけが突出していて、これが
なければ 2018 ～ 2020 年の期間もほとんど動き
はなかったでしょう。全体の流れの中で見ると、こ
の 1 社への投資額は 2018 年あるいは 2020 年の
全投資額よりも多く、2019 年の投資額の 75% を
占めていました。その 1 社というのが、第三者に対
する保険の検証プロセスを自動的に促進することで
関連リスクを減らすという米国の企業、Evident で
した。そのソリューションは、たとえばある企業が、
自社のパートナーやサプライヤーがどのサイバーセ
キュリティ保険ないしランサムウェア保険を契約した
のか確認したり、それが有効かどうか、その企業の
ニーズや需要と適切に見合ったものかどうかを検証
できる、というものです。

2021:AgentSyncとFRISS
ところが、2021 年になると状況が変化し、投資
が増えはじめたのです。なんとこの年の投資額は、
2014 ～ 2021 年の総投資額のほぼ 65％に迫りま
した。この年のデータには見るべきポイントがいく
つかあります。Agent Sync が 1 億米ドルの投資を
受けた一方、FRISS は 6400 万米ドルを調達し、こ
の額は 2021 年の投資額の 86％、分析対象となっ
た全期間の 55％にもなりました。

Agent Sync は 2021 年に 2 回のラウンドで投資
を受け、1 回は 2500 万米ドル、もう 1 回が 7500
万米ドルでした。この 2018 年に創業した米国の
InsurTech は、サービスとしてのコンプライアンス
をソリューションとして提供する企業です。そのテク
ノロジーとは、保険募集人登録機構（NIPR）や金
融取引業規制機構（FINRA）などの規制当局のデー
タベースを、コアビジネスシステム（Salesforce）
に統合するというものです。これによって、企業は
自社のプロセスがコンプライアンス要件を遵守して
いることを確認できます。AgentSync の例で言うと、
ブローカーのオンボードプロセスや契約プロセスを
改善したり、彼らが代理店や保険会社、総括代理店

（MGA）向けに設計されたツールを通して登録さ
れていることを確認したりします。

ドイツの企業 FRISS は、損害保険会社向けの不正
行為およびリスク検出自動化を専門としています。
そのテクノロジーは現在までに 42 か国 180 以上の
プロジェクトに導入されています。 AI の利用をベー
スにしたそのソリューションのなかには、不正請求
の検出やリスク評価と引受、不正を証明するため
に裁判が必要となれば特別捜査班（SIU）の支援
も含まれています。その投資家には、アクセラレー
ターの Plug & Play Insurtech やソフトウェア企業
の Guideware といった、保険分野の重要なプレイ
ヤーが含まれていることには注目すべきでしょう。 



結論
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結論

本分析のサマリーおよび結論として、私たちは次の
ようなフレームワークが現状を説明するのに役立つ
ことを確信しています。イノベーションは常に規制
の一歩先を行っています。この現実は簡単に説明す
ることができます。まず、市場で問題または需要が
発生し、その後にそれに対処する答えやイノベーショ
ンが続きます。そして最後に、規制が作られて新た
な現実に対する法的な枠組みが用意されます。

イノベーションと規制が同時進行する場合もありま
す。自動運転の例がそれで、規制当局が最小限の
安全性を検証して既存の規制が遵守されることを確
認してから、自動運転車の走行が許可されます。注
意すべきは、この分野でどのように規制が作られる
かは国によって大きく違っているということです。と
もかく大事なのは、自動運転を可能にするテクノロ
ジーとイノベーションは、そして民間の管理された
環境でのテストでさえも、規制よりも先行している
のです。

ドイツでは、2021 年 7 月に「道路交通法および強
制保険法改正のための連邦法（自動運転法）」が
施行されました。この新法では、レベル 4 の自動
運転車（特定タスクのために人間の介入を必要と
しない車両）に国内の一部で路上走行を認めてい
ます。

驚くことではありませんが、連邦交通デジタルインフ
ラ省は 2015 年からドイツ国内のいくつかの市で現
実の（コントロールされた）条件のもとで、さまざ
まな自動運転車が走行することを許可しています。
これらの例のいくつかは本ドキュメントでも説明しま
した。

運転に関わるイノベーションと規制が数年に渡って
実行され、成功してきたことにも注目すべきです。
たとえば、「高度運転支援システム（ADAS）」は明
らかに自動運転の先駆けです。リスク状況の予防
や制限はするけれど運転者の代わりにはならない
ADAS を利用することは、運転の大きな支えになり
ます。

もちろん、保険業界もこの変化と密接につながって
いますし、この分野に対して非常に積極的な保険会
社もあります。何年もテストをしてきた会社もありま
すが、何かを決定したり規制したりするには、まだ
いくつもの要素があります。問題は事故の際に第三
者に由来する物理的損害をカバーするだけでなく、
その車両が自動運転モードだったときに死亡事故を
起こした場合には誰に責任があるのかを確定するこ
とも必要だからです。

特定の事例を別にすると、イノベーションと規制の
間には明らかな順序があります。一般的には、どん
な企業でも（そして保険会社でも）市場の課題に
直面して対応を迫られます。そのような課題は顧客
の需要の中から出てくることもあれば、テクノロジー
の進歩や他企業との競争、あるいは規制の変更に
よって浮かび上がってくることもあります。原因がな
んであれ、保険会社はこうした課題に応じて革新し
ていかなければなりません。そのやり方はいくつか
考えられます。まず新商品を作り、そのイノベーショ
ンが規制を遵守していることを祈るか、あるいは規
制のサンドボックスに進む（新規構想についてすで
に規制当局に知らせてあり、商品が規制に合うよう
に会社を監督するガイダンスを提供してくれる場合）
か。この 2 つの間には、他の多くの可能性がありま
す。例えば、並行して規制当局と合意のある民間
のサンドボックスやイノベーションハブを利用するの
も一案です。あるいはまた、イノベーターが保険の
バリューチェーンにおけるプロセスをカバーする企
業の支援を求め、彼らのソリューションによって規
制の遵守を保証することもできます。 
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簡単にまとめると、保険会社には次のような選択肢があります。

保険会社はイノベーティブな商品を開発し、市場に投入する。その商品が何らか
の規制に反しているリスクがあるかもしれない。

保険会社は規制のサンドボックスにプロジェクトを提示または参加して、そこでそ
のイノベーティブな提案を市場に投入する承認を得る（もしも規制を遵守できて
いなければ承認されない）

• 現時点では、スタートアップまたはInsurTechがプロジェクトの一部として
参加、またはプロジェクトをリードしている場合があり、保険会社は（必要と
される場合に）ライセンスを与える側として参加している。

保険会社は民間の規制サンドボックスまたはイノベーションハブに参加する。こ
の場合、規制当局が関わっていなければ、新サービスの開始についてあとから当
局の認証が必要になる可能性がある。

この 3 つのモデルにも、当然ながら保険会社は第
三者（InsurTech、アクセラレーター、ベンチャーキャ
ピタル、テックジャイアントなどのパートナー等々）
からのサポートを期待できます。ここに示したモデ
ルはどれも有効なやり方で、規制も遵守しています。

結論として、保険会社が規制当局としっかり連携し
ているほど、イノベーションの 2 つの根本原則であ
る「市場に付加価値を加える、規制を遵守したや
り方でそれを成し遂げる」に対応した新しいプロセ
スや商品、サービス、ビジネスモデルを生みだす力

は大きくなると考えています。

ここまで見てきたように、保険業界が考慮すべき規
制の数は多く、それぞれの国や地域に特異性があり
ます。たしかなのは、テクノロジーが規制要件とそ
の遵守の橋渡しをすればするほど、保険業界は競
争力を高め、ダイナミックになっていくのです。

A

B

C

規制から市場へ：礎としての規制のサンドボックス

新商品プライベートなサンドボックス

規制のサンドボックス監督者／規制当局

イノベーションハブ

イノベーション領域

商品開発&イノベーション規制 サンドボックス 市場

保険会社

スタートアップ
& InsurTech

顧客

より速く、より規制を遵守したイノベーション

直接的なイノベーションだが、必ずしも速くなくてよい
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